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て行った行為により生じたいかなる結果に関しても、弊社では責任を負いかねます。

⚫ 規制は国や地域ごとに異なり、また日々アップデートされています。最新の規制情報をお知りになり

たい場合は、 こちら までお気軽にお問合せ下さい。

https://www.ul.com/ja/contact-us?utm_source=GMABasic


I. 無線を搭載した製品の上市・海外展開

II. 認可取得の流れ
日本 / 台湾 / クウェート

III. 認可取得後の対応
表記要件 / 認可証更新

IV. 製造工場変更時の手続き

V. FAQ

VI. 申請における注意点

VII. 認可取得代行サービス

アジェンダ

3



I. 無線を搭載した製品の上市・海外展開

II. 認可取得の流れ
日本 / 台湾 / クウェート

III. 認可取得後の対応
表記要件 / 認可証更新

IV. 製造工場変更時の手続き

V. FAQ

VI. 申請における注意点

VII. 認可取得代行サービス

アジェンダ

4



無線技術(Bluetooth®やWi-Fi等)を搭載した製品の使用・販売

⚫ 国ごとに異なる無線規制(電波法)により、

使用できる周波数帯は制限されている

⚫ 無線機器の海外展開には、

国ごとに定められた認可を取得しなければならない。

※無許可でその国へ使用・販売を行った場合は、

罰金等のペナルティが課せられる場合がある。

無線を搭載した製品の上市・海外展開

無線規制(電波法)に

適合している証として

“認可証”の取得

製品の

使用・販売が可能に
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Created with mapchart.net@

赤： 認証、自己宣言を含むその他対応必要国

※2022年4月現在

灰色：認証不要（認証制度なし/電波法規制なし）
または米国経済制裁国

2.4GHzを基本とした短距離無線機器に対する認証マップ

※米国経済制裁国は情報取り扱いなし
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■基本のイメージ

認可取得の流れ

試験

申請

認証

上市



登録証明機関※へ試験サンプルを提出
販売予定製品のサンプル品を用いての試験

⚫ 製品の種類により技術基準や試験項目が異なる

⚫ 日本の電波法技術基準に適合している事を確認

⚫ 試験レポートの発行

認可取得の流れ –日本

試験

申請

認証

試験の実施
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※総務省より認定された機関



• 申請書

• 工事設計書

• 試験レポート

• 製品写真

• ISO認証書

• ブロック図 etc.

認可取得の流れ –日本

試験

申請

認証

必要資料を提出
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（技術基準適合証明 / 工事設計認証）

（技適マーク + ＋ 認可番号）

認可取得の流れ –日本

試験

申請

認証

認可証発行

適合表示

007-XXXXXX

表記要件
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現地試験

申請

認証

現地認定試験所へ試験サンプル提出

⚫ 台湾規格に基づいた適合試験

⚫ 試験レポートの発行

認可取得の流れ –台湾

現地試験の実施
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• 申請書

• ラベル写真

• 現地代表者

• 製品写真

• 製品仕様書

• 操作マニュアル etc.

現地試験

申請

認証

認可取得の流れ –台湾

NCC(台湾無線機器認証当局)へ必要資料を提出

申請対象国内で申請者となる現地法人のこと

⇒ 国ごとに個別の要求有
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現地試験

申請

認証

認証マーク・認可番号等の表示

認可取得の流れ –台湾

認可証発行
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Ex.



現地試験

申請

認証

※ 多くの国では現地試験ではなく、

欧州/米国の規制・要求に適合した試験レポートが必要

認可取得の流れ – クウェート

欧州試験レポート準備
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申請

認証
• 試験レポート

• 製品写真

• 製品仕様書 etc.

認可取得の流れ – クウェート

無線機器認証当局へ必要資料を提出
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表記要件なし

有効期限あり

認可取得の流れ – クウェート

認可証発行
申請

認証

有効期限が切れるまでに
更新認可証を取得する必要
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①表記要件の遵守

ユーザーに対して注意喚起等を表すために、

製品やユーザーマニュアル、パッケージ等への特定の表示事項を要求

例：認可番号、モデル名、注意・警告文、製造者名、ブランド名等

⚫ 日本：技適マーク＋ ＋認可番号

⚫ 台湾：認証マーク＋認可番号等の表示

⚫ クウェート：表記要件なし

② 認可証更新

有効期限のある認可⇒有効期限に達するまでに、認可の更新が必要

認可取得後の対応
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認可証例
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※赤字箇所は記載例
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日本電波法認証
(免許不要局)

① 申請者の ISO 9000 で認可取得を行った場合

② 製造工場の ISO 9000 で認可取得を行った場合

③ 申請者も製造工場も ISO 9000 を所有していない場合
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製造工場変更時の手続き –変更申請（日本）

• 申請書

• 工事設計書

• 試験レポート

• 製品写真

• ISO認証書

• ブロック図etc.

※総務省より認定された機関

新規認可取得の際、
登録証明機関※への必要資料工事設計認証

技術基準適合認証



① 申請者名義での ISO 9000 を所有している場合

② 製造工場名義での ISO 9000 を所有している場合

③ 申請者も製造工場も ISO 9000 を所有していない場合

⚫ 製造工場変更の手続き：不要

⚫ 認可証取得時に申請者の ISO 9000 認証書のみ提出(＝製造工場の情報は未提出)

⚫ 「申請者の責任下で製造工場が変更となった」と考えられる
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製造工場変更時の手続き –変更申請（日本）



① 申請者名義での ISO 9000 を所有している場合

② 製造工場名義での ISO 9000 を所有している場合

⚫ 製造工場変更の手続き：要

⚫ サンプルの再提出は不要

③ 申請者も製造工場も ISO 9000 を所有していない場合

⇒ オリジナル認可取得時の申請資料(品質管理体制図や品質マニュアル等)に

製造工場情報が含まれていた場合、製造工場変更の手続き：要
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製造工場変更時の手続き –変更申請（日本）

• 申請書

• 新工場のISO認証書

• 品質管理体制図

• 確認方法書etc.

※総務省より認定された機関

認可取得の際、
登録証明機関※への必要資料
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製造工場変更時の手続き –新規申請

原産国変更の場合、新規申請要

・インドネシア etc.

例製造工場が中国⇒日本：新規申請要

(原産国が日本へ)

例製造工場が愛知⇒三重：新規申請不要

(原産国は日本のまま)

製造工場変更の場合、新規申請要

・モルドバ etc…

原産国の変更に関わらず、

製造工場変更の場合、新規申請要
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製造工場変更時の手続き –対応不要

手続き不要

• クウェート

• 欧州

• ヨルダン

• 北米(アメリカ・カナダ) etc.

手続き要

• 日本（※申請方法による）

• インドネシア

• ブラジル etc.
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Q1: 無線モジュールで認可を取得していたら、別途製品認可を取得する必要はないですか？

A1: 製品認可の要否は国によってことなるため、都度ご確認が必要です。

Q2: 認証を取得する際に必要な費用を教えて下さい。

A2: 製品仕様や申請国によって異なるため、ご希望の場合、弊社までお問い合わせ下さい。

Q3: 認可取得者には誰を設定すべきですか？
現地代表者を設定する場合、製造者にて任意に設定できますか？

A3: 海外製造者や現地代表者など、各国の要求をご確認いただく必要がございます。

28

FAQ



Q4: 製品部品が変更になった場合等、認可時と何らかの情報が変更になった場合に
変更申請は必要ですか？

A4: 申請国や変更内容によって判断が異なるため、お問い合わせいただけると幸いです。

Q5: 認可証を更新した場合、認可番号も新しいものが発行されるのでしょうか？

A5: 認可番号の変更が無い国の方が多いですが、変更となる国も一部ございます。

Q6: 各国の電波法をまとめているサイトなどがあれば教えて下さい。

A6: 弊社HPにて一部ご紹介しておりますので、ご参考いただければ幸いです。
(https://ctech.UL.com/ja/services/global-market-access-gma/global-radio-type-approvals/)
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FAQ

https://ctech.ul.com/ja/services/global-market-access-gma/global-radio-type-approvals/
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■常にアップデートされる申請プロセス・表記要件

例：試験サンプルが不要 ⇒ 要

電波法認証の申請不要 ⇒ 必須

■各国情勢（オリンピックや宗教イベント、情勢が不安定等）

⇒ 申請プロセス・申請期間に大幅な影響を与える

31

申請における注意点
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電波法規制情報提供サービス / 各国電波法認証取得サービス

規制変更などの最新動向をタイムリーにキャッチ

• 各国の新規情報レポート
• 月に1度の配信

内容例：申請手続き変更、新規追加の要求事項等、
主要国以外の国も対象としています。

各国トピックス各国電波法基本要件

各国の電波法規制を表形式の一覧で把握

• 世界約200か国の電波法の認証基本要件
• 月に1度の更新
• 単発配信、限定国情報の単発配信など対応可

内容例：認証要否、現地代表者要否、表記要件有無、
現地試験要否、申請期間など 本サービスの詳細はこちら ⇒

https://s.UL.com/2MgabiH

電波法規制調査にかかる時間・手間を削減し、知りたい国の情報を簡単かつタイムリーに入手可能
世界各国約200か国 / 地域の電波法規制情報を保有

各国電波法認証取得サービス

• 年間約6000件以上の申請実績
• 試験～認可取得までのワンストップサービス



ご不明な点、ご質問、また個別セミナーのご要望など、
お気軽にお問合せください。
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